
中小企業調査の内容及び実施時期について 

 

１ 中小企業を対象とした調査の予算等について 

 令和５年度当初予算計上額（予算の成立は３月議会の議決によるもの） 

  ① 調査送付用封筒・返信用封筒印刷  ５６,０００円（各１,１００枚） 

  ② 調査依頼文・調査票等郵便料  約１２０,０００円（１,０００通＋再送分） 

  ③ 返信用料金後納郵便料     約 ６０,０００円（６６０通分） 

  ④ 回答依頼ハガキ郵便料     約 ３６,０００円（５００枚分） 

    調査関係予算 合計       ２７２,０００円 

※ 調査依頼文、調査票等の用紙、印刷用インク等は、庁内印刷のため個別予算の計上なし。 

 

２ 調査等スケジュール 

 ３月１４日 第２回検討会議（場所：産業会館大会議室） 

 ３月 下旬 第２回議事録、調整素案等送付、５月調査の場合の質問項目等仮提示 

 ４月 上旬 第３回検討会議案内・資料（一部）送付 

４月２６日 第３回検討会議（場所：産業会館大会議室） 

詳細事項、パブリックコメント実施内容に係る協議 

５月調査の場合の調査票（質問項目・回答項目案）に係る協議 

 ５月 初旬 ５月調査の場合の調査依頼 

５月１１日 条例案の公表、パブリックコメントによる意見募集の開始 

６月 ９日 パブリックコメントの意見募集を終了 

６月２７日（２７日～２９日）第４回検討会議を予定 

パブリックコメントでの意見報告、回答案、施行日等の日程につき協議 

５月調査の場合の結果報告（督促数が多くなった場合、１次集計に止まる可能性） 

７月 上旬 条例案の議案上程に係る庁内手続きを経て、例規審査会開催 

８月 中旬 ９月議会定例会に先立つ経済建設委員協議会にて条例案を説明 

 

３ 調査項目案 

（１）業種・常時従業員数・主な取扱品目（屋号・回答者職氏名・連絡先等は任意記載） 

（２）コロナ前との業況比較（ＤＩ）調査（コロナにより業態等変更大きければ前年比） 

（３）対応困難な問題点（複数回答または順位付け回答） 

（４）課題対応に向けた取組み・支援依頼先（複数回答） 

  ① 売上向上 

  ② 物価高騰・燃料高対応 

  ③ 生産性向上 

  ④ 人手不足対応 

（５）振興基本条例制定に係る期待、希望する施策の基本方針 

（６）補助金等の市個別支援策に係る認知度、要望 
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